本事例集について

介護給付適正化対策については、平成17年度、平成18年度の「介護給付適正化推進運動実施状況調査」の結果をみると、事業種類ごとの実施保険者数は着実に増えており、各保険者における適正化対策が進んでいることがうかがえる。しかし、平成18年度の同調査では、体制の不足や、要員のスキル確保の問題などから、対策の必要性は認めていても取組みが困難である保険者があることも明らかになっている。

本事例集は、保険者における今後の介護給付適正化対策の効果的な実施や、実施上の課題解決のための参考として、平成18年度から平成19年度前半において保険者、都道府県等に対して実施した介護給付適正化への取組みに関するヒアリング結果をもとに、効果的な介護給付適正化対策の実施方法や、実施上の課題を解決する上での工夫や体制等について整理したものである。

なお、全般的に小規模な保険者において、体制確保等の問題から介護給付適正化事業の実施が困難な状況が見られることから、本事例集では比較的小規模な保険者で積極的に給付適正化対策に取り組んでいる保険者の事例も取り上げることとした。

１ 介護給付適正化主要事業に関する事例
（1）介護給付費通知

	実施項目等
	制度に関する広報等の同封

	保険者概要
	第１号被保険者数：1.4万人
居宅受給者数：1.2千人

	実施目的等
	制度に関連するタイムリーな情報提供と、毎回異なる情報提供が同封されることによる介護給付費通知のマンネリ化の回避の効果が期待できる。

	実施内容
	３ヶ月に１回の送付を実施しているが、その都度、通知の見方に関するお知らせと、その時々に必要となるお知らせを同封している。

同封内容の例

■　平成17年12月版（税務申告等に関するお知らせ）

●　おむつに係る医療費控除について

●　65歳以上の方の介護保険料納付証明書について

●　65歳以上の方の障害者控除対象者認定書について

■　平成18年3月版（平成18年度版介護保険利用者負担軽減制度のお
知らせ）

●　居住費・食費の軽減制度

●　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度

●　高齢夫婦世帯等の居住費・食費の特例軽減

●　利用料を支払った場合に生活保護となる方の負担軽減


	実施項目等
	介護給付費通知郵送料の負担軽減

	保険者概要
	複数の保険者での事例

	実施目的等
	要介護認定通知は手続き上郵送することが必要であり、これとあわせて旧認定有効期間中のサービスの利用状況を介護給付費通知として送付することで、郵送料の節約を図ることができる。

	実施内容
	要介護認定の更新時期に、認定結果通知とあわせて介護給付費通知を送付している。

	効果・課題等
	サービス利用から介護給付費通知までの期間が長いと利用者側でのサービスを受けた実績との突合が難しくなることも予想される点に注意が必要である。

	備考
	郵送料の節約という点では、架空請求等の不正の可能性が相対的に低い施設サービスを通知の対象とせず、居宅介護に通知対象を絞っている保険者も見られる。


（2）ケアプランチェック
	実施項目等
	ケアプランの質的な向上を目的としたケアプランチェック

	保険者概要
	第１号被保険者数：約9.3万人

居宅受給者数：8.1千人

	実施目的等
	ケアマネジメント技術の向上、介護（予防)サービスの質の向上、ケアマネジャー支援を目的として行う。不適切・不正な請求が出ないように防止する観点から、レセプトをみるだけでなく、事業者と一緒にサービスの質を上げていくという姿勢で臨んでいる。

	実施内容
	抽出条件を毎年設定している。

例えば、平成18年度は「地域包括支援センターが介護予防支援を委託している事例」で35件についてアセスメント、ケアプラン（第１表～第８表）、モニタリング状況、主治医連絡の際の診療情報提供書及び個別サービス計画、サービス事業者の日誌、その他関係資料の点検を行い、事業所の実地調査を行った。

必要に応じて、利用者への実態調査も行う。

保健･医療・福祉の専門家からなるケアプラン指導研修チームが、提出されたケアプランの事例について指導・助言を行う。平成18年度は５チーム26人の体制で実施。

検証事例を事前に委員に送付し、コメントをいただく。その後、事務局でコメントをまとめ、ケアプラン担当者も参加し検証を行う。チーム会議でのケアプラン検証を行わない事業者については、医療系と福祉系の委員が組みになり事業者に出向き、指導を行う。

検証や巡回指導対象に該当しない事業者もあり、これらについては公開講座で指導を行う。

	効果・課題等
	サービス担当者会議、主治医連絡の実施によるケアマネジメントの実現につながっている。
またケアプランチェックで育ったケアマネジャーから、専門家と対等に語れる実務者の養成、地域ケア推進コーディネーター制度を設立し、地域ケア推進体制を推進できた。

要援護高齢者地域支援ネットワークの構築等、インフォーマルサービスの開発にもつながっている。

実施上、困っている点は、ケアマネジメントのプロセスにそったケアプラン検証のために委員の負担が大きいこと。

	備考
	効果を高めるためのポイントとして、事業者が日常的にケアプラン検証を行えるような体制づくり、地域包括支援センターの主任ケアマネジャーによる地域でのケアマネジャー支援体制の構築があげられる。


	実施項目等
	報酬算定の適正化を目的としたケアプランチェック

	保険者概要
	第１号被保険者数：約3.5万人　　　居宅受給者数：3.4千人

	実施目的等
	居宅介護給付の伸びが大きかったことから、不正な請求の発見と是正を目的として平成17年から事業をスタートした。

	実施内容
	居宅のケアプラン全件について、事業所から、１～３表、７、８表の写しを提出させる。

１回当たり約3,000件で、年度中に３回実施しており、チェックは専任の保健師１名で対応している。地域包括支援センター作成の介護予防計画は対象外としているため、平成18年度以降１回当たりの実施件数は減少傾向にある。

チェックのポイントは、報酬の算定基準から見た計画内容の妥当性。たとえば、生活援助を算定する場合の前提である家族の状況、計画している介護時間の関係（訪問時間帯の間隔）などであり、報酬算定解釈の規定に基づいてチェックを行う。
また、訪問看護の給付の伸びが大きいことから、軽度で通院が可能な場合の訪問看護など必要性がないものがあれば指摘する。

その他、一般常識的に見ておかしいサービス内容についても指摘を行う。たとえば、あまりに頻繁な掃除などは、利用者の希望であっても指摘する。

必要と思われるサービスが計画されていない場合（引きこもりになりがちなケースについて通所サービスを入れるなど）についての指摘を行うこともある。

事業者に確認した結果、算定基準・解釈通知から見て不適切なケースについては、過誤調整の手続きをとる。

必要があれば、利用者宅を訪問して利用者の環境やサービス実態を調査し（週の半分くらいは利用者の訪問等にあてている）、サービス内容が計画された内容と合っているかなどについて実地確認を行う。

	効果・課題等
	１回のチェック結果の例を示すと、約3,000件のケアプランに対して、約150事業所のうち92事業所に文書で確認を行い、最終的な過誤調整金額が100万円程度。

ケアプランチェック実施前は隣接の市に所在する介護サービス事業所が相当数市内の利用者に対応していた（159事業所中117が市外事業所）が、その中で、質的に問題のある事業所は撤退するケースも出ている。

ケアマネジャーと保険者との関係が悪化することも想定されたが、ケアマネジャーはむしろ必要に応じて保険者に相談するようになっている。

今後は事業者に対する実地調査をあわせて実施していきたいと考えている。

利用者側から、これまで受けてきたサービスが受けられなくなるような場合の不満はあるが、制度についての説明をして理解を得るようにしている。

	備考
	ケアプランの質的な指導については、算定基準と違ってはっきりとした評価軸がないため、ケアプランチェックでの対応が難しい面がある。ケアプランの質的な向上対策としては、ケアプランチェックとは別にケアマネリーダーによるケアプランの指導を行っている。


	実施項目等
	大規模保険者のケアプランチェック事例（１）

	保険者概要
	第１号被保険者数：約16万人

居宅受給者数：13千人

	実施目的等
	ケアプランの質的なチェックより、手続き面のチェックを重視しており、制度的な位置づけとしては23条の事業者からの書類の提出として行っている。

	実施内容
	対象は適正化システムに基づく事業所の傾向や、県の指導監査対象などを参考に（指導監査を受けているところは外す）して選定する。

訪問２週間前に事業所に事前通知を行う。

体制としては介護保険課の事務職員と各地域を担当する保健師が訪問する。

１事業所で半日程度かけ、５件程度のケアプランについてアセスメントから計画にいたるまで記載項目をチェックする。

ケアプランの内容で保健師から見て意見を述べる場合もあるが、チェックの基本は手続き面を対象としている。

あわせて、同一事業所で実施している居宅サービスについて実地調査を行うこともある。

不正が発見された場合は返還等の措置を行い、内容を県に報告する。

	効果・課題等
	事業所に対する不正抑止の効果がある。

大きい不正事業所を発見した年度では、年間1,862万円の返還につながったことがある。

	備考
	返還につながったケースは悪意ではなく制度の理解不足によるものが多い。


	実施項目等
	大規模保険者のケアプランチェック事例（２）

	保険者概要
	第１号被保険者数：20万人
居宅受給者数：25千人

	実施目的等
	介護保険制度の要として、給付費に与える影響も大きい居宅介護支援事業所、及び介護予防支援事業所の適正化を図るため、作成されているケアプランが規定されたプロセスで実施されているか等の点検を行い、訪問先の事業所や研修会の場、その他のあらゆる機会を通じて、継続的に指導、助言を行っている。

	実施内容
	必要に応じて利用者宅を訪問するとともに、居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所に立入調査を行う。平成16年度は35事業所、平成17年度は208事業所、平成18年度は約200事業所（およそ1,800件の点検）を実施。（現在の全事業所数は約300事業所。）

順次実施しているが、特に居宅介護支援事業者と介護サービス事業者が同一法人の事業者、支給限度額一杯に利用している利用者が多い事業者、介護度が重度に推移している利用者の割合が多い事業者、その他苦情、情報提供等のあった事業者に留意している。事前に、ある程度情報を収集してから訪問する。

平成18年度の体制は、職員５名（指導係、兼務）、嘱託員６名（専任、介護支援専門員の資格を持ち、居宅介護支援事業所で１年以上業務に従事した経験者）。

点検対象は、アセスメントの実施、サービス担当者会議の開催・照会の実施、ケアプランの説明・同意・交付の実施、モニタリングの実施及び結果の記録等。

必要に応じ、ケアプラン点検を行う事業所の利用者（１事業所当たり２名）の居宅に訪問し、介護支援専門員の対応や介護保険制度全般に対する意見を聴取している。

点検時に運営基準違反にあたる事例が確認できれば、その他の事例についても事業所に自主点検を行うよう指示し、自主点検結果に基づき過誤調整を指示している。

	効果・課題等
	ケアプラン点検が契機となった過誤調整・返還等は、平成16年度27事業所（約600万円）、平成17年度188事業所（約3,900万円）である。


	備考
	訪問の際は、いわゆる“言った／言わない”のトラブルを防ぐため、必ず職員と嘱託員とでチームを組み、１名ではなく複数名で訪れている。


（3）住宅改修費に関する点検
	実施項目等
	住宅改修実態調査

	保険者概要
	第１号被保険者数：20万人　　居宅受給者数：25千人

	実施目的等
	住宅改修費の適正化

	実施内容
	住宅改修について抽出でチェックを実施している。平成16年度240件、平成17年度～18年度は、288件（＝各地区３件／月×８地区×12ケ月）。

抽出の条件については、１件当たり10万円以上の工事で、候補を選定する月から遡って２ケ月以内に支給したもののうち、

①　住宅改修の施工実績の多い事業者が実施したもの

②　改修工事の内容が一般的なもの（特殊なものや大規模なものは除く）

③　施工場所については、月ごとに以下に掲げる分類のいずれかに特定し、

その場所をより多く含むよう候補を選定する。

・　浴室・トイレ・居室・玄関口から道路までの通路・玄関・廊下等 ・その他

④　改修の種類については、月ごとに以下に掲げる分類のいずれかに特定し、その種類をより多く含むよう候補を選定する。

· 手すりの取付け・段差の解消
· 滑りの防止及び移動の円滑化等のための床または通路面の材料の変更・引き戸等への扉の取替え
· 洋式便器等への便器の取替え
・　上記に付帯する工事

現地調査については、社団法人のシルバー人材センターに委託し、調査員（一般建築士）が利用者宅を訪問して施工状況を確認するとともに、不適切な事例について市から事業者に対し、瑕疵担保責任に基づき改修するよう指導する。
また、現地調査を行う利用者に対して、アンケート調査を実施する。

担当の職員は１名（嘱託の建築技師：兼業）。
一級建築士の資格を持つ調査員が現地調査を行うことにより、施工状況について正確に判断することができる。

	効果・課題等
	実態調査結果が契機となった過誤調整・返還等は、平成16年度65件、平成17年度44件。具体的には、図面と施工内容の違いや素材の違い等が発見される。
不適切な施工について、市が改修を含めて指導していることを住宅改修事業者向け研修会等で周知することにより、不適切な施工の抑止効果が見込まれる。
また、利用者へのアンケート調査実施により、住宅改修工事についての満足度等の意見を聞くことができる。


	実施項目等
	自治体内部での専門的知識を持った部署による事前確認

	保険者概要
	第１号被保険者数：5万人

居宅受給者数：5.5千人

	実施目的等
	住宅改修工事の事前の妥当性確認

	実施内容
	事前申請の段階で営繕課が見積内容の確認を行い、必要があれば指導を行う。

また、要介護認定の一時判定の調査票との突合による必要性のチェックをあわせて行う。

	効果・課題等
	チェック対象の３～４割は何らかの指導の対象となり、内容や金額等の見直しにつながっている。


	実施項目等
	外部委託による住宅改修施工結果の事後確認

	保険者概要
	第１号被保険者数：29.5万人

居宅受給者数：31千人

	実施目的等
	住宅改修施工後の工事実施実績の確認

	実施内容
	住宅改修費の申請に対し抽出（月20件程度）で、施工結果の実地調査を行っている。

調査は外部業者に委託し、建築士が確認を行う。

平成15年10月から住宅改修の受領委任の仕組とあわせてスタートした。

	効果・課題等
	制度改正による事前の審査等が強化されたことに伴い、19年度以降継続するかについては未定である。


（4）給付適正化システムの活用

	実施項目等
	給付適正化システムの活用

	保険者概要
	第１号被保険者数：1万1千人

居宅受給者数：1.2千人

	実施目的等
	平成19年度から給付実績を活用した出力情報について、実態確認調査等を強化して取り組んでいる。

	実施内容
	調査の頻度は月数回、３～４時間（事業所の資料閲覧を行う場合は更に半日）かけ給付適正化担当職員２名で実施。

チェックする出力帳票と確認実施内容は以下のとおりである。

　給付実績の活用（医療情報との突合・縦覧点検以外）
出力帳票

確認方法

居宅介護支援請求状況一覧表

初回加算算定事業所を抽出し、医療情報との突合処理情報から確認できる入院期間情報等との関係を確認する。

サービス計画費作成体制状況一覧表

介護支援専門員１人当たり担当人数が通常より多い事業所に対し、職員名簿、職員勤務表等の職員名と勤務実態に関する資料提出を求める。

訪問介護サービス提供責任者数の状況一覧表

対象事業所について職員名簿、職員勤務表等の職員名と勤務実態に関する資料提出を求める。必要に応じて事業所資料の閲覧調査を行う。

定員超過事業所一覧

実態把握のため定員超過事業所の資料の閲覧調査を行う。

給付急増被保険者一覧表

給付急増被保険者が多い事業所について、電話等で理由を問い合わせるとともに、必要に応じ事業所資料の閲覧調査を行う。

支給限度額一定割合超一覧表

一定割合を超過している事業所に対し、サービス計画等の提出を求め、また資料閲覧調査を行う。

１種類サービスによるサービス計画一覧表

１種類サービスの計画の比率が高い事業所に対し、資料閲覧調査により、利用者意向が計画に反映されているか確認する。

介護支援専門員あたり給付管理票作成状況一覧表

介護支援専門員当たり給付管理票作成枚数を確認し、必要に応じて資料提出の依頼、資料閲覧調査を行う。




	実施内容

（続き）
	縦覧点検
出力帳票

確認方法

算定期間回数制限縦覧チェック一覧表

算定回数を超えているものについてケアプランの提出を求め算定回数を確認する。

重複請求縦覧チェック一覧表

ケアプランの提出を求め、サービス内容の重複について確認する。

入退所を繰り返す受給者縦覧一覧表

初期加算の算定状況を確認する。

軽度の要介護者にかかる福祉用具貸与品目一覧表

軽度の要介護者に福祉用具貸与を行う場合は、サービス利用前に介護支援専門員に「指定（介護予防）福祉用具貸与理由書」の提出を求める。

要介護認定有効期間の半数を超える短期入所受給者一覧表

要介護認定有効期間の半分を超えて短期入所を利用する場合、サービス提供前に介護支援専門員に理由書とケアプランの提出を求める。



	効果・課題等
	実態調査においては確認資料が多く、事業所に提出を求めることが難しいため、事業所の資料閲覧が必要となり時間が多くかかる。

	備考
	調査の実施にあたっては、市で規定する「介護サービス事業所等に対する調査及び指導要綱」等の各種要綱に基づき、資料の提出等を依頼する。


２ 小規模保険者における取組み事例
	保険者概要
	■　保険者規模

第１号被保険者数：5.8千人     居宅受給者数：8.4百人

■　給付の状況

近隣の保険者に比べ､１号被保険者に対する要介護認定の１号被保険者当たりの居宅介護給付費が高かったが、平成16年から危機感をもって介護給付適正化に取り組んだ結果、現在は給付の伸びが抑制されている。

■　体制

給付適正化に関連する業務には３名が当たり、うち２名が認定訪問調査を担当し、訪問調査の間にケアプランチェック、住宅改修費の申請チェック等の業務にあたっている。

■　事業所状況

町内の事業所は社会福祉法人と、医療系法人が中心、地元の株式会社が１件である。

	実施状況等
	■　介護給付費通知

介護給付費通知は年2回半年分の給付内容について、居宅・施設の受給者全員に実施している。

問い合わせは通知の目的を問い合わせてくるもののみで、サービスの実態との不一致等について問い合わせがあったことはこれまでない。

実施することによって、事業者に対するけん制効果はあるものと考えており、今後も継続して実施する予定である。

通知項目は介護保険システムで出力される標準的なもので、通知の見方を同封している。

■　ケアプランチェック

平成16年度から実施しており、平成17年度までは事業者に提出を呼びかけて任意で提出を求めていたが、平成19年度からはケアプランの見直しのつど提出するよう全事業者に通知している。

平成18年度で居宅介護支援事業所の半数から提出をうけ、500件以上のチェックを実施した（施設も含む）。

チェックの視点としては計画内容として、援助内容が具体的に記載されていること、時間や時間間隔の妥当性などが中心。計画の内容のチェックが主であり、アセスメントのプロセスについては実施していない。

たとえば生活援助でも具体的な支援内容が記載されていないと、妥当性が判断できないため不十分な記載内容に対しては指摘をして再提出を求める。


（1）小規模保険者事例（第１号被保険者５千人規模）

	実施状況等

（続き）
	タイミングとしては居宅サービス計画作成（または見直し）時に提出することを求めているため、事前審査的な意味合いが強い。実際に給付が始まってしまうこともあるが、初期の段階で是正を行うことができる。

介護施設（特養・老健等）については従来からしっかりとした記録をとっていたことなどから、ケアプランも充実しているが、グループホームについてはほとんど内容が記載されていないものも見受けられ（様式や記載のレベルについて認識があまりされていない）改善の必要がある。
■　認定訪問調査

認定訪問調査については、新規は100％町の職員により実施、更新認定については事業者への委託が含まれる。変更認定は県外などの例外を除き職員により実施している。

介護給付の入口である要介護認定の直営化は効果を上げており、認定率は従来に比べ下がってきている。

実施上の課題として、訪問調査の留意事項がＱ＆Ａなどの形で出されているが、最新のマニュアルとしてはまとまっていないことがあげられる。Ｑ＆Ａは過去のもののうちどれが有効であるかわかりにくく、また、ひとつにまとまっていないことで使いにくい。最新の内容がひとつにまとまっていることが望ましい。

■　医療費突合・縦覧点検

医療費との突合、縦覧点検については、平成18年度においては認定調査・ケアプランチェックに注力したことなどから中断していたが、平成19年度から再開しており、現在サービス実績のないサービス計画費や過去のサービス種類数とサービス計画費の不整合などについて過誤の手続きを行っているところ。

■　住宅改修費の点検

住宅改修に関しては、具体的に詳細な見積もりの提出を求めている。不明確な内容や、不必要と思われる内容に関しては是正を求めている。
チェックを行う担当は建築等に関する専門知識はないが、詳細な見積もりに関してチェックを経験することによって、知識も高まっている。

事後のチェックについては写真に基づき、詳細に見積もり内容との突合を行う。


	保険者概要
	■　保険者規模

第１号被保険者数：2.3千人

居宅受給者数：2.3百人

■　給付の状況

通所介護の比率がもともと高く、報酬改定は17年度から18年度の間の居宅介護費を引き下げる効果が大きかった。

■　体制

適正化担当職員は１名で給付業務全般を担当している。

■　事業所状況

社会福祉法人４、医療系事業所３、その他の民間１（薬局、診療所を除く）

民間の事業所は１社あるが地元の企業が母体。

	実施状況等
	■　介護給付費通知

介護給付費通知については年６回２か月分の実績について、施設を含む介護サービス利用者に対して実施している。

国保連合会で年６回の通知を県の標準方式として委託を受けており、通知の様式は国保連システムによる。

問い合わせは居宅介護支援費に関するものなどで、自己負担がないため、介護給付を受けているという認識がなかったケースが多数を占めている。

直接不正の発見にはつながっていないが、保険財政から給付を受けているという認識を持ってもらう意味では意味があると考えている。

■　ケアプランチェック

居宅サービス費の伸びが問題となり18年度から取り組みを始めた。

要介護認定のタイミングで、居宅介護支援事業所にケアプランに関する自己評価の提出を求める。

提出されたケアプランについて、町の職員の保健師・主任ケアマネジャーがコメントを書いて送る。チェックの視点や項目は定型的なものはなく、チェック内容は担当者の経験に頼っている。

ケアプランチェックを行った結果から見て、もともとケアプランの立て方による過剰な給付はなかったと考えられ、チェック内容は計画の質的な面が中心となっている。

給付の不正を発見するよりも、ケアマネジャーに緊張感を持たせ、ケアプランの質を維持する上での効果が上がっていると考えられる。

なお、課題としてはチェックのための指標値（限度に対する計画率の平均値）などがあるとより効果的なチェックができると考える。


（２）小規模保険者事例（第１号被保険者２千人規模）
	実施状況等

（続き）
	認定訪問調査
従来から訪問調査は県外の施設入所者等を除き保険者が直接実施している。

担当は週３日勤務の臨時職員と地域包括支援センターの職員。
更新認定では地域包括支援センター職員が訪問調査を行うことにより、利用者の実態を確認でき、利用者ニーズにあったサービスが提供されているか確認することにつながっている。

医療費突合

居宅療養管理費と医療の在宅指導の関係、入院と福祉用具貸与の関係をチェックして実態を確認している。

担当者が帳票の見方になれて実際の点検ができるようになるまで時間を要することが課題。

事業所の実地調査

居宅介護支援事業所については年１回訪問して調査を実施する。


（３）小規模保険者事例（第１号被保険者千人規模）

	保険者概要
	■　保険者規模

第１号被保険者数： 1.3千人

居宅受給者数：1.1百人

■　給付の状況

１人当たり給付額、認定率は全国平均に比べ低めである。

全体に高齢者の自立心が強く、独居でも農業をしながら自立して生活している人が多く、怪我をして一時的に支援が必要となっても、自立に戻るケースが多い。

■　体制

給付担当が給付適正化システム帳票の確認等を行い、地域包括支援センターの主任ケアマネジャーが、ケアプランチェック等の給付適正化業務を担当する。

■　事業所状況

事業所は社会福祉協議会が中心である。

面積が広いが、多くは山林で人の住んでいる地域は限られており、一箇所のデイサービスの送迎で町内全域をカバーしている。

	実施状況等
	■　介護給付費通知

国保連合会委託で年６回実施。

問い合わせ居宅介護支援費に関するもの（自己負担がないため給付として認識していなかったケース）のみ。
■　ケアプランチェック

認定更新の際にケアプランの提出を受ける。

地域包括支援センターの主任ケアマネジャーが内容を確認する。

チェックの内容は自立に資するサービスが提供されているかなどが中心で、報酬請求の視点は含まない。

■　認定訪問調査

100％保険者で実施。

地域包括支援センターの担当者が調査を担当し、最終的にはケアプランとの整合性の確認まで行っている。

■　医療費突合・縦覧点検

定期的に確認を行っているが、これまでのところ実態を確認して不正請求であった事例はない。


	実施状況等

（続き）
	■　住宅改修費の点検

特に現地調査は行っていないが、訪問調査などを通じて利用者の状態像や環境は把握しているため、工事内容の必要性について疑問があるようなケースは事前に捉えることができる。

■　その他

地域包括支援センターのケアマネジャーが介護保険受給者以外についてもおおむね状態像を把握している。

介護予防対策として、介護保険給付外のサロン事業があり、介護予防のための高齢者の状況もこうした事業を通じてとらえられている。


	実施項目等
	事業所実態調査

	保険者概要
	第１号被保険者数：12.7万人　　居宅受給者数：12.7千人

	実施目的等
	平成17年度までは給付係で必要な場合に実施していたが、制度改正により区市町村の立ち入り権限が付与されたため、18年度から事業者係を新設して行っている。

	実施内容
	18年度は地域密着型サービスについて実施。

４人１チームで１週間に１回、午後半日、人員・設備・運営の点検に２人、給付点検に２人であたる。

都道府県の指導検査研修会に２度参加し、実施方法を学んだ。２週間前までに事業所に予め資料を提出させておき、現地に点検に行く。

19年度は小規模多機能２箇所、夜間対応１箇所について行うほか、ケアプランチェックとあわせ、居宅介護支援、訪問介護、通所介護の３大サービスに拡大したい。

地域密着型サービスについては、３期の３年間に１回は調査を行うことを予定している。

	効果・課題等
	認知症高齢者グループホームは加算がないので、請求の誤りは少ないが、運営面でプランの作り方などについて指導が必要である。

認知症高齢者デイサービスは栄養指導など新たにできた加算の算定には利用者の同意が必要だが、理解していない事業所が多い。


３　その他の介護給付適正化に向けた取組み

	実施項目等
	利用者の実態調査

	保険者概要
	第１号被保険者数：13.5万人　　　居宅受給者数：13千人

	実施目的等
	居宅サービスの実態の確認

	実施内容
	継続的に居宅サービスについて利用者本人宅の訪問調査を実施（主として訪問サービスと居宅介護支援を対象とする。通所サービスは訪問しても本人がいないこと、利用者宅での実態がわかりにくいことなどからあまり実施していない）。

対象は苦情があったところ、適正化システムで不正が疑われるところなどを中心に実施する。

介護支援専門員の資格を持った担当が（アポなしで）訪問し、担当ケアマネや訪問サービスに関して実態を質問、サービス利用票などの状況を調べる。

問題がある場合は事業所実地調査を行う。

あわせて介護の効果が上がっているかなども確認する。

	効果・課題等
	実施上のポイントとしては、高齢な利用者から率直に実態を聞くためのノウハウが必要となる。

	備考
	利用者が喜んでいても不正なサービス（訪問介護で認められないサービスなど）について、利用者にはあまりその場では問題を指摘せずに、改めて是正の対策を講じるようにしている。


	実施項目等
	給付適正化システム帳票に基づく利用者実態調査・事業者実地調査の実施

	保険者概要
	第１号被保険者数：2.8万人

居宅受給者数2.1千人

	実施目的等
	介護報酬請求の適正化

	実施内容
	給付適正化システムの帳票を嘱託職員が常に点検していて（14帳票を活用）、確認が必要な場合は、利用者宅を訪問して話を聞く。まず、はじめに利用者に確認することがポイントで、最初に事業者にヒアリングや確認は行わない。

事業者には書類の提出を求める。不適切なサービス提供の場合は、居宅介護支援事業者から当月のケアプランを提出させて調査し、その後、職員がサービス事業者に対してサービス計画書や日報などを調査する。不適切な場合には、減算・返還の措置を行う。利用者個人単位でケアプランについて始めから終わりまで徹底したチェックを行う。

現在、居宅介護支援事業者を４件調査中だが、返還までは至っていない。調査の間、暫定的に、国保連の支払の停止を行い、直接保険者に毎月ケアプランを提出させ、保険者が点検をして直接支払うようにしている。

具体的な不正のケースとしては、介護保険の算定範囲外サービスを提供しているケースが多い。ケアマネジャーの知識不足による面があるが、結果責任であり返還等の対応をとる。実地調査では適切なケアプランが作れていない場合や白紙に近い状態が発見されることもある。

利用者にヘルパーが何をしているのか聞くと、不適切・不正な給付というのは必ず何らかの痕跡が残る。

	効果・課題等
	年間100件程度訪問し、平成18年度は22件過誤調整、返還となった。


	実施項目等
	ホームヘルパー利用者宅へのタイムカード・リーダーの設置

	保険者概要
	第１号被保険者数：7.3万人

居宅受給者数：6千人

	実施目的等
	居宅サービスについて、実際のサービス提供時間に基づいて報酬請求が行われていることを確認する。

平成17年12月議会において、介護サービス事業者の不正等を確認するための市としての仕組みづくりが必要である旨が指摘されたことを受けて導入した。

	実施内容
	ホームヘルパー利用者宅に、カード・リーダーを設置し、ホームヘルパーが利用者宅に訪問して業務を始めた時点と終了した時点にカードを通し、その情報が電話回線を使用して市に直接送られるようにしている。

	効果・課題等
	特に独居や認知症の利用者といった“チェックがしにくい”方を対象として、500台の設置を目指していたが、利用者宅における問題（電話やモジュラージャックがない、利用者の理解が得られないなど）により、現在のところ、設置対象を広げているものの260台程度の設置に止まっているため、設置に向けた対応を進めているところ。

導入後間もないため、具体的な給付適正化効果の評価については未実施である。


	実施項目等
	介護サービス事業者指定時の事前協議

	保険者概要
	県の事業

	実施目的等
	介護サービス事業新規参入事業者の介護保険制度に対する知識、認識等の向上

	実施内容
	介護サービス事業所の指定を受けようとする申請者および管理者に対して研修会を実施し、制度や実施体制の整備についての事前の認識を持ってもらう。

研修会受講後、標準的な協議期間として30日間をかけて申請者と県の間で事前協議を行い、実施体制等の確認を行った上で指定を行う。
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